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情報提供サービスにおける走行エリア予測方式の
有効性の評価

梅津 圭介1,a) 十河 卓司1,b)

概要：走行エリア予測方式を情報提供サービスに適用するときの有効性は，これまでに検証されていない．
本稿では，シミュレーション実験をとおして情報提供サービスにおける走行エリア予測方式の有効性を明
らかにする．シミュレーション実験の結果，情報提供サービスに走行エリア予測方式を適用する場合，適
用しない場合と比べてドライバーに対して有益な情報を提供できる確率が向上することを確認できた．ま
た，情報提供サービスに走行エリア予測方式を適用する場合，有益な情報を提供できる確率と，有益な情
報の提供モレが発生する回数はトレードオフの関係にあり，それぞれの値は走行エリア予測方式に設定す
る閾値の値で決まる．そこで，ドライバーと情報提供者それぞれの利益を考慮して適切な閾値を設定する
方法について考察した．

1. はじめに

運転中のドライバーに対して情報を提供する情報提供

サービスにおいて，有益な情報を漏れなく提供し，有益で

ない情報を提供しないことは重要である．有益な情報の提

供は，情報提供サービスに対するドライバーの満足度を高

める．さらに，情報提供サービスを介して広告などの情報

を提供する情報提供者の情報提供効果をも高める．その一

方，有益でない情報の通知は，情報提供サービスに対する

ドライバーの満足度を低下させる恐れがある．

これまでに，ユーザに対して有益な情報を提供する必要

性は [1][2][3][4]にて議論なされている．[1]では，ユーザに

有益な情報を提供することはユーザ自身が関連する情報を

判別するのに必要な時間を削減すると説明されている．[2]

では，ドライバーに対する過剰な情報提供はドライバーの

注意力を低下させたり，ドライバーを苛立たせたりすると

述べられている．[3]では，多くのユーザがブロードキャス

トによる広告の提供数は多すぎると感じており，さらに提

供された情報のなかから有益な情報を見つけ出すことは難

しいと感じていると説明されている．また，[4]では，ユー

ザが有益でないと感じる情報のユーザへの提供数が増加す

ると，広告の提供効果が低下すると述べられている．
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また，[5][6][7]では，ユーザに提供する情報の有益性を判

定するため，ドライバーが将来走行するエリアを予測する

走行エリア予測方式を提案している．[5][6][7]では，ドライ

バーが走行するルート近辺に紐付く情報は，ドライバーに

とって有益な情報である可能性が高いとの仮定に基づき，

ドライバーが将来走行するエリアを予測することはドライ

バーに対して有益な情報を提供することに役立つと主張し

ている．また，筆者らは，車載機器やスマートフォン等の

メモリ量の小さい端末上でも動作可能な走行エリア予測方

式を提案した [8]．

しかしながら，走行エリア予測方式を情報提供サービス

に適用するときの効果は，これまでに検証されていない．

そのため，走行エリア予測方式を情報提供サービスに適用

することのメリットは十分周知されていない．筆者らの調

査では，走行エリア予測方式が情報提供サービスに活用さ

れている事例は見つかっていない．

そこで，本稿では走行エリア予測方式を情報提供サービ

スに適用するときの効果をシミュレーション実験により明

らかにする．本実験では，情報提供サービスに走行エリア

予測方式を適用するとき，適用しない場合と比べて情報提

供サービスがドライバーに対して有益な情報を提供できる

確率がどの程度上がるかを検証する．また，走行エリア予

測方式を適用することにより，情報提供サービスがドライ

バーに対して有益な情報を提供できる回数がどのくらい減

少するかを検証する．

以下，第 2章では [8]に記載の走行エリア予測方式のア

ルゴリズムを説明する．さらに，本方式の予測性能につい
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図 1 走行ログデータの転置例
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図 2 走行ログデータの転置方法

て述べる．第 3章では，情報提供サービスにもたらす走行

エリア予測方式の影響を検証するためのシミュレーション

実験について説明する．第 4章では考察と今後の課題につ

いて述べる．

2. 走行エリア予測方式

従来の走行エリア予測方式の多くは，予測実行時に大量

のメモリを消費するという課題をもつため，車載機器やス

マートフォンなどのメモリ量の小さい端末上で予測を実行

することが困難であった [8]．例えば，[7]に記載の方式は過

去の走行ログデータをもとに学習を実行し，その結果出力

される学習結果データを予測実行時にメモリに読み込んだ

上で予測を実行する．[8]では，[7]に記載の方式が 50,000

通りの走行ログデータをもとに学習し出力された学習結果

データのサイズ，すなわちメモリ使用量が 25.8GBに達す

ることを明らかにされている．

しかしながら，車載機器やスマートフォン上で車両が将

来走行するエリアを予測することは重要である．その理由

として，端末で収集した位置情報を端末外部に送信する必

要がなくなる点が挙げられる．[1]らは，多くのユーザが

端末で取集されたデータを端末外部に送信することを好ま

ないことを明らかにしている．また，運転中に頻繁に発生

するネットワーク断が生じた場合であっても，予測を実行

できるという点も端末上で予測を実行する利点のひとつで

ある．

そこで，筆者らは予測実行時に大量のメモリを消費する

という従来の走行エリア予測方式のもつ課題を解決する走

行エリア予測方式を提案した [8]．本方式では，あらかじ

(a) 進行方向が東方向 (b) 進行方向が東北方向

図 3 移動確率マップ

め過去の走行ログデータを用いて車両の進行方角に対応す

る複数の移動確率マップを生成しておく．例えば，北，北

北東，北東，東北東，の４つの進行方角に対応した移動確

率マップをそれぞれ生成しておく．なお，生成した移動確

率マップは，90度単位で回転させて予測実行時に使用す

ることができる．例えば，北方向に対応した移動確率マッ

プは，南，西，東方向に対応した移動確率マップに変換し

て使用することができる．予測実行時には，生成した移動

確率マップのなかから車両の進行方向に合致した移動確率

マップを使用して将来の移動エリアを予測する．

ここで，各移動確率マップの生成方法を説明する．まず，

走行ログデータをグリッド状のエリアに区切られた仮想

的な平面に転置する．走行ログデータの移動開始地点から

初めて 1km離れた地点を仮想平面上の中心座標に，移動

開始地点を進行方角と真逆の方向に中心座標から 1km離

れた座標にあわせるように走行ログデータを転置する．な

お，中心座標とは仮想平面上のエリア識別子 (0, 0)の中心

に位置する座標である．なお，移動開始地点の転置先の座

標は，例えば進行方角が北方向（図 1上方向）である場合，

中心点より 1km分下方向に離れた位置の座標である．走

行ログデータを仮想平面上に転置した例を，図 1，2に示

す．次に，仮想平面上の各エリアについて，走行ログデー

タが通過した回数を数え上げ，その結果をもとに各エリア

が走行される確率を表す移動確率マップを生成する．移動

確率マップ上の各エリアが走行される確率を，数式 (1)に

示す．

Pdirection(m,vx,vy) =
T(vx,vy)∑

k

∑
l

(T(k,l))
(1)

Pdirection(m,vx,vy) は，識別子 mで示される進行方角に対

応する移動確率マップのエリア識別子 (vx, vy)で示される

エリアが走行される確率である．Tvx,vy は，仮想平面上の

エリア識別子 (vx, vy)で示されるエリアを通過した学習用

走行ログデータの数である．数式 (1)の分母は，仮想平面

上の各エリアを通過した学習用走行ログデータの合計で

ある．

予測実行時には，車両の現在位置と進行方向，各移動確

率マップをもとに予測を実行する．まず，予測実行時の車
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両の実際の地図上におけるエリア識別子 (X,Y )，車両の進

行方向を測定する．次に，車両の進行方向に最も近い進行

方角である移動確率マップ zを決定する．使用する移動確

率マップを決定後，実際の地図上の各エリアに到達する確

率 P(X+a,Y+b)は数式 (2)を使用して算出する．また，本方

式ではあらかじめ閾値というパラメータを設定しておき，

予測実行時に使用する．閾値は，地図上の各エリアに到達

する確率 P(X+a,Y+b) を算出したのち，どのエリアを予測

結果として出力するかを決定するために使用する．本走行

エリア予測方式は，各エリアに到達する確率 P(X+a,Y+b)

を参照し，その値が設定した閾値以上である場合にそのエ

リアを走行エリア予測結果として出力する．走行エリア予

測方式の予測性能をあらわす適合率，再現率は，設定する

閾値に応じて変化する．閾値を大きく設定すると，走行エ

リア予測方式は各エリアに到達する確率 P(X+a,Y+b) の高

いエリアのみを予測結果として出力するため，予測の適合

率は向上するが再現率は低下する．逆に，閾値を小さく設

定すると，走行エリア予測方式は各エリアに到達する確率

P(X+a,Y+b) の低いエリアであっても予測結果として出力

するため，予測の適合率は低下するが再現率は向上する．

P(X+a,Y+b) = Pdirection(z,a,b) (2)

筆者らの実験では，予測対応可能エリアを日本全国（38

万平方キロ），各エリアのサイズを 100m× 100m，移動確

率マップの数を 3としたとき，5万の走行ログデータをも

とに移動確率マップを生成するとそのデータサイズ，すな

わち予測実行時のメモリ使用量は 13.3KBとなった [8]．ま

た，[7]に記載の提案する走行ルート予測方式と，[8]に記

載の走行ルート予測方式の適合率と再現率はともに 20%前

後という値であり，大きな差異が無いことを確認してい

る．そのため，[8]に記載の方式は [7]に記載の方式と同程

度の予測性能を確保しつつ，メモリ量の小さい車載端末や

スマートフォン上であっても動作が可能であると結論づけ

ている．

3. 評価実験

本章では，走行エリア予測方式を情報提供サービスに適

用するときの効果を明らかにするためのシミュレーション

実験の内容とその結果について述べる．

3.1 実験の目的

本シミュレーション実験では，走行エリア予測方式を情

報提供サービスに適用するときの効果を明らかにする．本

実験では，情報提供サービスに走行エリア予測方式を適用

する場合，適用しない場合と比べて情報提供サービスがド

ライバーに対して有益な情報を提供できる確率がどの程度

上がるかを検証する．また，走行エリア予測方式を適用す

る場合，適用しない場合と比べて情報提供サービスがドラ

ＧｅｏＦｅｎｃｅ
情報

(a)
(b)

図 4 ジオフェンス進入後の車両の移動例

イバーに対して有益な情報を提供できる回数がどのくらい

減少してしまうかを検証する．また，本実験で使用する [8]

に記載の走行エリア予測方式にて設定する閾値が有益な情

報を提供できる確率や有益な情報の提供回数等に与える影

響を検証する．

一般的な位置情報サービスは，ジオフェンスと呼ばれる

仮想的な境界線の中に進入した車両のドライバーに対して

情報を提供する．ジオフェンスとは，提供される情報の紐

付く地点を中心とした円形の仮想的な境界線である．位置

情報サービスは，ジオフェンス内に進入した車両はその情

報の紐付く地点に近づく可能性が高いと判断し，そのドラ

イバーに対して情報を提供する．その理由は，情報の紐付

く地点の近くを通過しないドライバーにとってのその情報

の有益性と比べて，近くを通過するドライバーにとっての

その情報の有益性は大きいと考えられるためである．

しかし，車両がジオフェンス内に進入した場合であって

も，その車両が情報の紐付く地点の近くを通過するとは限

らない．例えば，ジオフェンスの範囲を 1kmとした場合，

情報の紐付く地点から 100mの距離まで近づく車両もあれ

ば，900mの距離までしか近づかない車両もある．図 4に，

ジオフェンスに進入後の車両の移動経路の一例を示す．図

4の (a)の車両は，ジオフェンス進入後に情報の紐付く地

点の近くまで移動しているが，(b)の車両はジオフェンス

進入後に情報の紐付く地点にあまり近づいていない．

われわれは，ジオフェンス内に進入した車両のうち，情

報の紐付く地点の近くを通過する可能性の高いドライバー

を走行エリア予測方式によって選定した上で，選定したド

ライバーに対して情報を提供することにより，情報の紐付

く地点の近くを通過するドライバーに対して情報を提供で

きる確率（提供成功率）が上がるのではないかと考えた．

しかしその一方，走行エリア予測方式による選定を実施す

ることによって，情報の紐付く地点の近くを通過するドラ

イバーに対してその情報を提供できる回数が減少してしま
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う可能性がある．その理由は，走行エリアの予測失敗によ

り，実際には情報の紐付く地点付近を通過するドライバー

が情報を提供する対象として選定されない場合があるため

である．

そこで，本実験では情報提供サービスに走行エリア予測

方式を適用するとき，提供成功率がどの程度上がるかを検

証する．また，走行エリア予測方式を適用することにより，

情報提供サービスがドライバーに対して有益な情報を提供

できる回数（提供成功回数）がどのくらい減少してしまう

かを検証する．さらに，提供成功率や提供成功回数は走行

エリア予測方式の適合率や再現率の値に応じて変化すると

考えられるため，本実験で使用する [8]に記載の走行エリ

ア予測方式にて設定する閾値が提供成功率や提供成功回数

等に与える影響を検証する．

3.2 実験方法

実験に先立ち，以下の準備を実施した．まず，新宿駅を

中心とした 200km四方のエリアに 10,000の情報を配置す

る．次に，東京都市圏交通協議会の提供する平成 10年度

東京都市圏パーソントリップデータに含まれる約 54万件

の走行ログデータより，10,000通りの走行ログデータを抽

出した．なお情報を配置する場所は 200km四方のエリア

の内で，上記 54万件の走行ログデータにより 1回以上通

過されているエリアの中からランダムに決定した．

実験は，走行エリア予測方式を適用しない場合と 12の異

なる閾値を設定した走行エリア予測方式を適用する場合と

で，それぞれ 1回ずつ，合計 13回の実験を実施した．各実

験では，抽出した 10,000件の走行ログデータをシミュレー

タ上で走行させたときの，情報の紐付く地点の半径 1km以

内に車両が進入した回数 I（提供機会数），半径 1km以内

に車両が進入したときに情報を提供した回数D（提供実施

数），情報を提供したのち，車両がその情報に最も近づいた

地点と情報の紐付く地点との距離（最接近距離）をカウン

トする．

シミュレーション完了後，提供実施数D，最接近距離を

もとに提供成功率 (precision)と，情報の紐付く地点の近く

を通過する車両に対して情報の提供が成功する確率である

提供網羅率 (recall)を算出する．各実験において，情報を

提供したのちその情報の半径 300m以内に車両が進入した

回数を提供成功回数 S と定義する．さらに，情報を提供し

なかったがその情報の半径 300m以内に車両が進入した回

数を提供モレ数 Lと定義する．これらの定義を用いて，情

報提供サービスにおける提供成功率と提供網羅率をそれぞ

れ数式 (3)，数式 (4)を使用して算出する．

precision =
S

D
(3)

recall =
S

D + L
(4)

図 5 提供成功率

なお，走行エリア予測方式を適用する場合，各情報の半

径 1km以内のエリアに進入した時点で走行エリアの予測

を実行し，その情報の半径 300m以内に車両が進入すると

予測された場合にのみ情報の提供を実施する．走行エリア

予測技術を適用しない場合には，各情報の半径 1km以内

のエリアに車両が侵入した時点で無条件に情報の提供を実

施する．

3.3 実験結果

図 5に，走行エリア予測方式を適用しない場合と走行エ

リア予測方式を適用する場合（閾値 0.1，閾値 0.01）に，提

供実施数のうち最接近距離が指定の値未満となる情報数の

割合を提供成功率として示す．図 5を参照すると，走行エ

リア予測方式を適用しない場合の提供成功率（300m未満）

は 25%程度であるのに対し，走行エリア予測方式を閾値

0.1の設定で適用する場合の提供成功率は 70%を超えるこ

とがわかる．本実験により，情報提供サービスに走行エリ

ア予測方式を適用する場合，適用しない場合と比べて提供

成功率が上がることを確認できた．特に，閾値を大きく設

定すればするほど，提供成功率は上がる傾向にあることを

確認できた．

図 6に，走行エリア予測方式を適用しない場合と，走行

エリア予測方式を適用する場合（閾値 0.1，閾値 0.01）の

提供成功回数を示す．図 6 に示すとおり，最接近距離が

300m未満である提供成功回数は走行エリア予測方式を適

用しない場合約 36,000回であるが，走行エリア予測方式を

閾値 0.1の設定で適用する場合約 2,000回であった．本実

験の結果，情報提供サービスに走行エリア予測方式を適用

する場合，適用しない場合と比べて提供成功回数が小さく

なってしまうことが判明した．特に，閾値を大きく設定す

ればするほど，提供成功回数は小さくなる傾向にあること

が判明した．

表 1に，走行エリア予測方式を適用しない場合と 12の

異なる閾値を設定した走行エリア予測方式を適用する場

合の提供成功率と提供網羅率，平均提供成功回数と平均提
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図 6 最接近距離別　提供実施数の分布

供失敗回数を示す．平均提供失敗回数は，平均提供機会数

から平均提供成功回数を減じることにより算出できる．な

お，1走行ログデータあたりの平均提供機会数は 13.1回，

半径 300m以内に車両が進入した平均回数は 3.6回，平均

ルート長は 7.1kmであった．表 1に示すとおり，提供成功

率は走行エリア予測方式を適用しない場合が 27.6%程度で

あるのに対し，走行エリア予測方式を適用する場合は閾値

が 0.01のとき 44.5%，閾値が 0.1のとき 72.9%となった．

その一方，提供網羅率は走行エリア予測方式を適用しない

場合が 100%であるのに対し，走行エリア予測方式を適用

する場合は閾値が 0.01 のとき 34.0%，閾値が 0.1 のとき

5.3%となった．また，平均提供成功回数と平均提供失敗回

数は走行エリア予測方式を適用しない場合がそれぞれ平均

3.64回，9.53回であるのに対し，走行エリア予測方式を適

用する場合は閾値が 0.01のとき平均 1.24回，1.55回であ

り，閾値が 0.1のときは平均 0.19回，0.07回となった．こ

のように，閾値を大きく設定すればするほど提供成功率は

大きく，平均提供失敗回数は小さくなる．その一方，平均

提供成功回数や情報提供網羅率は小さくなってしまう．ま

た，図 7に，実験ごとに算出した提供成功率と提供網羅率

を散布図上にプロットした図を示す．図 7に示すように，

提供成功率と提供網羅率はトレードオフの関係にあること

がわかる．

4. 考察

本章では，情報提供サービスに走行エリア予測方式を適

用するときに，走行エリア予測方式に設定する閾値を適切

に決める方法の一例と，今後の課題について考察する．3

章では，走行エリア予測方式に設定する閾値によって，提

供成功率と提供網羅率，平均提供成功回数，平均提供失敗

回数が変化することを確認した．本章では，実際のサービ

ス利用シーンに応じてドライバーまたは情報提供者が要求

する提供成功率，平均提供成功回数，平均提供成功回数と

平均提供失敗回数を加算した平均提供実施回数にあわせて

表 1 実験結果統計値

予測有無
(閾値)

提供
成功率

提供
網羅率

平均提供
成功回数

平均提供
失敗回数

有 (0.3) 87.1% 2.3% 0.09 0.01

有 (0.2) 77.2% 2.6% 0.09 0.03

有 (0.1) 72.9% 5.3% 0.19 0.07

有 (0.08) 66.1% 5.5% 0.20 0.10

有 (0.06) 54.2% 9.2% 0.33 0.28

有 (0.04) 44.7% 11.3% 0.41 0.51

有 (0.02) 44.7% 20.0% 0.73 0.89

有 (0.01) 44.5% 34.0% 1.24 1.55

有 (0.005) 44.1% 40.4% 1.47 1.86

有 (0.001) 39.8% 56.5% 2.06 3.11

有 (0.0005) 38.8% 60.6% 2.21 3.48

有 (0.0001) 30.1% 92.0% 3.35 7.80

無 27.6% 100.0% 3.64 9.53

図 7 閾値別　提供成功率と提供網羅率

閾値を適切に決める方法を説明する．

4.1 ドライバーの要求にあわせた閾値

1章で説明したとおり，ドライバーに対する過剰な情報

提供は，ドライバーの不利益につながる可能性が高い．そ

のため，ドライバーへの平均提供実施数がドライバーの望

む情報提供回数以下となるように閾値を設定することは有

用であると考えられる．平均提供実施数は，平均提供成功

回数と平均提供失敗回数を足し合わせることにより算出で

きる．表 1を参照すると，閾値を小さくすればするほど，

平均提供実施数は小さくなることがわかる．

表 2に，1回のドライブの平均ルート長 10kmあたりの

提供機会数が 200回である場合の提供成功率，提供網羅率，

平均提供成功回数，平均提供失敗回数を示す．なお，表 2

の平均提供成功回数と平均提供失敗回数は，3章の平均提

供成功回数と平均提供失敗回数に 15.17を乗じた結果であ

る．15.17は，提供機会数 200回より 3章の実験の平均提

供機会数 13.18を除算することにより算出した．

ここで，ドライバーが 1 回のドライブの平均ルート長

10kmあたり平均提供実施数が 10回になることを望んでい

る場合，表 2に記載の統計情報を算出することによりドラ
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表 2 提供機会数が 200 回であるときの見込み値

予測有無
(閾値)

提供
成功率

提供
網羅率

平均提供
成功回数

平均提供
失敗回数

有 (0.3) 87.1% 2.3% 1.30 0.19

有 (0.2) 77.2% 2.6% 1.42 0.42

有 (0.1) 72.9% 5.3% 2.94 1.09

有 (0.08) 66.1% 5.5% 3.06 1.57

有 (0.06) 54.2% 9.2% 5.08 4.30

有 (0.04) 44.7% 11.3% 6.27 7.77

有 (0.02) 44.7% 20.0% 11.01 13.58

有 (0.01) 44.5% 34.0% 18.82 23.48

有 (0.005) 44.1% 40.4% 22.33 28.29

有 (0.001) 39.8% 56.5% 31.25 47.19

有 (0.0005) 38.8% 60.6% 33.49 52.80

有 (0.0001) 30.1% 92.0% 50.88 118.36

無 27.6% 100.0% 55.29 144.71

イバーの要求する情報提供回数にあわせた閾値を決定でき

る．表 2を参照すると，閾値を 0.06以上に設定するときド

ライバーへの平均提供実施数は 10回以下となる．すなわ

ち，閾値を 0.06以上に設定するとドライバーの要求は満た

される．なお，表 2より閾値を 0.06に設定するときの平均

提供実施数は 9.38回，平均提供成功回数は 5.08回，平均

提供失敗回数は 4.30回となる．

4.2 情報提供者の要求にあわせた閾値の決定方法

一般的な情報提供者は，なるべく多くのドライバーに対

して有益な情報を提供したいと考える．その理由は，ドラ

イバーに対する有益な情報の提供は，情報提供者の経営す

る店舗への来客数増加などの利益につながる可能性がある

ためである．一方，1章で述べたとおりドライバーに対す

る有益でない情報の提供は，情報提供者の不利益につなが

る可能性がある．そこで，情報提供者の望む提供成功率と

提供成功回数を満たすように閾値を設定することは有用で

あると考えられる．

ここで，提供機会数が 10,000の情報において，情報提供

者が提供成功率が 50%，平均提供成功回数 100回という値

を満たすことを望んでいる場合を例にとり閾値の決定方法

を説明する．表 1を参照すると，閾値が 0.06以上である

とき提供成功率は 54.2%以上となることがわかる．また，

閾値が 0.1以下であるとき平均提供成功回数は 145回以上

となることがわかる．これにより，閾値を 0.1以下，かつ

0.06以上に設定するとき，情報提供者が望む提供成功確率

50%，平均提供成功回数 100回の条件を満たすと判断する

ことができる．このように，表 1に記載の統計情報を算出

することにより情報提供者の要求する提供成功率と平均提

供成功回数にあわせた閾値を決定することができる．

4.3 今後の課題

• 走行エリア予測方式の適合率と再現率の向上
理論上，走行エリア予測方式の適合率が 100%に近づ

けば近づくほど，提供成功率は 100%に近づく．また，

走行エリア予測方式の再現率が 100%に近づけば近づ

くほど，提供網羅率は 100%に近づく．つまり，走行エ

リア予測方式の適合率と再現率を向上させることは，

情報提供サービスにおける提供成功率と提供網羅率の

向上につながる．したがって，走行エリア予測方式の

適合率と再現率を向上させることは，情報提供サービ

スにとっても重要な課題であると考えられる．

• 情報の種類に応じた閾値の設定
提供する情報の種類に応じて，適切な頻度で情報を提

供することはドライバーの利益につながると考えられ

る．例えば，事故情報や落下物情報など，ドライバー

の安全安心にかかわる情報はドライバーへの情報の提

供モレが発生したときのドライバーへの影響が大き

い．そのため，ドライバーへの情報の提供頻度を高く

することにより情報の提供モレが発生する可能性を小

さくすることが望ましい．一方，広告などの情報は有

益でない情報の提供がドライバー，情報提供者双方の

不利益につながる可能性が高い．そのため，情報の提

供頻度を低くすることが望ましい．

• 情報の有益性の定義
本稿では，ドライバーが走行するルート近辺に紐付く

情報は，ドライバーにとって有益な情報である可能性

が高いとの仮定に基づき情報の有益性を定義した．し

かしながら，実際には情報を提供する時間帯やユーザ

個人の嗜好などによって情報の有益性は変化すると考

えられる．例えば，ドライバーが走行するルート近辺

に紐付くイタリアンレストランの情報を朝 6 時に提

供する場合，ドライバーにとってのこの情報の有益性

は小さいと考えらえる．また，ドライバーが走行する

ルート近辺に紐付くファストフード店の情報を，ファ

ストフードを好まない 60代のドライバーに提供する

場合，ドライバーにとってのこの情報の有益性は小さ

いと考えられる．このような場合，情報提供サービス

はドライバーが走行するルート以外の要素を考慮して

提供する情報を判断することにより，ドライバーに対

して有益でない情報を提供する回数を減らすことがで

きると考えられるこ．

5. おわりに

本稿では，シミュレーション実験をとおして走行エリア

予測方式を情報提供サービスに適用するときの効果を明ら

かにした．シミュレーション実験の結果．情報提供サービ

スに走行エリア予測方式を適用する場合，適用しない場合

と比べて提供成功率が上がることを確認できた．特に，走

行エリア予測方式の閾値を大きく設定すればするほど，提

供成功率は上がる傾向にあることを確認できた．しかしな

がら，情報提供サービスに走行エリア予測方式を適用する

c⃝ 2012 Information Processing Society of Japan 6

Vol.2012-MBL-64 No.23
Vol.2012-ITS-51 No.23

2012/11/16



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

場合，適用しない場合と比べて提供成功回数が小さくなっ

てしまうことが判明した．特に，閾値を大きく設定すれば

するほど，提供成功回数は小さくなる傾向にあることが判

明した．

また，本稿では情報提供サービスに走行エリア予測方式

を適用するときに，走行エリア予測方式に設定する閾値を

適切に決める方法の一例について考察した．情報提供サー

ビスに走行エリア予測方式を適用する場合，有益な情報を

提供できる確率と，有益な情報の提供モレが発生する回数

はトレードオフの関係にあり，それぞれの値は走行エリ

ア予測方式に設定する閾値の値で決まる．そこで，ドライ

バーと情報提供者それぞれの利益を考慮して適切な閾値を

設定する方法について考察した．

今後，情報提供サービスの提供成功率や提供網羅率を向

上させるためには，走行エリア予測方式の適合率と再現率

を向上させることが重要である．また，ドライバーや情報

提供者の利益を向上するためには，情報の種類に応じて適

切な閾値を設定することや，ドライバーが走行するルート

以外の要素も考慮して提供する情報を判断することも重要

である．
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